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日本の治水政策 
－氾濫原の開発と本質的な転換－ 
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-DEVELOPMENT IN FLOODPLAINS AND ESSENTIAL SWITCHES OF FLOOD STRATEGY- 
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In Japan, it has been controlling floods by building levees since the Meiji era. As a result, the 
development in the floodplain has been promoted, and now both the population and the asset are overly 
concentrated on there. For this reason, once the river overflows, it suffers great damage. Furthermore, 
global warming is promoting and budget of hazards is decreasing in the future. In this paper, I insist on 
the need of “essential switches of flood strategy” by focusing on the history of Japan’s flood risk 
management, the development in floodplains and so on. Moreover, I introduce two countries and a local 
government which are carrying out flood risk management change today. 
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1．背景と目的 
日本は，大陸プレート・オホーツク海プレート・フィ
リピン海プレート・太平洋プレートといった 4 つのプレ
ートの境界付近に位置しており，世界中で起こる地震の
約 1/10 が日本付近に集中している．また環太平洋造山帯
に属し火山活動も活発なため，噴火による災害も後を絶
たない．さらに台風の通り道でもあるため，降雨による
土砂災害や洪水災害も多い．日本が災害大国と言われる
所以である． 
 地震災害では 2011 年の東日本大震災や 2016 年の熊本
地震，土砂災害では 2014 年の広島豪雨，洪水被害では
2015 年の鬼怒川氾濫など，大規模な災害が多く，人々の
防災への意識が高まってきている． 
 近年は特に地震による被害が大規模なものが多く，「防
災対策」≒「地震対策」と考えている人々は多いかも知
れない．しかし，日本は居住可能域の約 50%が氾濫原に
位置し，そこに資産の約 75%が集中していると言われて
いるため，洪水への脆弱性が非常に高いことも忘れては
ならない．また古代文明の発展条件として「河川」が近
くにあったように，弥生時代から氾濫原を中心とする稲
作文化で栄えてきた我が国も，「河川」と「人々の生活」
は深い関わりがある．この関係は現代においても同様で
ある．このため，生活との関わりという観点から言えば，
「治水」が他の自然災害に比べ私たちに最も身近であり，
洪水などの災害が発生すれば多くの被害を受けることは
明らかである． 
我が国の治水政策は旧河川法成立（1896 年）以降,計画
規模を立案し,それを実現できるようにダムや堤防等の建
設といった構造物対策を実施することによって,「氾濫防
御型治水」を行ってきた[1].しかし近年は,地球温暖化によ
る不確実性や財政的問題などにより,構造物対策の限界が
指摘されている.このため現代は世界的潮流として，災害
そのものを防ぐ「防災」から,被害の最小化を目指す「減
災」への移行が叫ばれていて,決して日本もその例外では
ない.  
降雨による災害は，気象予報技術が発達しているため，
地震や火山噴火等の自然災害よりも予測がしやすい．こ
れは換言すれば，事前の準備で被害を少なくできるとい
うことである．従って，自然災害の被害減少に向けて，
『本質的な治水戦略の転換』を含めた今後の治水戦略を検
討することは，政策の転換期を迎えている現在，非常に
意義深いものであると考えている． 
以上を踏まえ本研究では，氾濫原の開発経緯を考察す
ることと，治水事業の『本質的な転換』の必要性を主張
することを目的とする． 
 
2．地震と治水の関係性 
（1）関東大震災と戦後の 15 年間 
 日本は開国をしたことにより，文明開化が起こった．
そしてそれは国の政策にも影響を及ぼした．明治期以降
の特に大きな自然災害被害として，「関東大震災」と「太
平洋戦争後 15 年間の集中的な大型台風の襲来」が挙げら
れる． 
 関東大震災は我が国最大の自然災害と言われ，死者・
行方不明者は約 105,000 人に達した．その主な被害は火
災によるものであり，火災が原因の死者・行方不明者数
は全体の約 88%を占めた．また倒壊・土砂災害などでも
多くの犠牲者を出し，特に揺れによる全倒壊家屋数は約
11 万棟と推計されている[2]．これは，震災前は耐震基準
が設けられていなかったため，総じて揺れに対する脆弱
性が高かったことが原因である．このため震災後は地震
に弱いレンガ造の建物ではなく，鉄筋コンクリート建築
が主流となった．さらに政府は，1924 年に市街地建築物
法を改正し，我が国で初めて耐震基準について言及した．
これは都市部に限定した法律であったが，後の建築基準
法の基になる法律であり，大きな影響を与えた． 
 太平洋戦争後の 15 ヵ年は，国土が荒廃していたのにも
関わらず大型台風の襲来が相次ぎ，年間 1,000 人以上の
死者を出す年が多かった．このため政府は，治山と治水
事業の重要性を認識し，1960 年に治山治水緊急措置法を
制定し，法的整備を行った．さらに翌年には，災害関連
法律の一般法として，災害対策基本法（以下，災対法）
を制定し，総合的かつ計画的な防災行政を実施するよう
に変化した．災対法制定前までは，災害が発生した後，
個別に法律を制定して対応していたため，防災行政は充
分な効果をあげることができていなかった．災対法はそ
の後、阪神淡路大震災や東日本大震災を受け，改訂が何
度か行われた． 
（2）地震と治水の共通点と相違点 
 図 2.1 は地震と洪水氾濫の発生を簡略的に表現したも
のである．洪水氾濫は降雨等による河川流量の増加に起
因するため，突然発生する地震災害よりも，予知がしや
すい． 
 
 
図 2.1 地震と洪水氾濫が発生するまでの時間経過 
 
表 2.1 地震と洪水の共通点・相違点 
 
 
 また表 2.1 に両者に対する，対策・保険・法律の共通点
と相違点をまとめた．地震対策は，私有財産まで対象と
しており，保険も個人に選択権を与える形になっていた．
これに対し治水は，対策が堤防やダムといった社会資本
整備（公共財産）に限られており，保険も個人にはほと
んど選択権はないと言える．また共通点であるが，防災
計画やハザードマップの作成など，阪神淡路大震災や東
日本大震災の被害，今後の大地震発生への懸念から，最
近 20年間で災対法が度々改定された影響を受けたもので
あった． 
以上のことから，昔は個別の災害ごとに対策が執られ
ていたものが，まず「地震」や「洪水」といった括りで
の法律などが制定されたことで統一が図られた．さらに，
災対法が幾度となく改訂され，非構造物対策の拡大が図
られたことにより，次第に「自然災害」といった括りで，
対策方法の統一化が図られてきたと言える． 
 
3．日本の治水政策の変遷[3] 
 （1）明治～太平洋戦争直後までの治水史 
明治になり中央集権国家となった日本は，江戸時代ま
では各藩が担っていた治水対策も，国が主導して行うよ
うになった．10 年～20 年といった長期にわたる計画の立
案や，1896 年には旧河川法を制定（国が直轄管理を行う
ことや，治水に係る費用を負担することが明記）し，年々
投資規模を拡大していったことからは，国家で対応する
という使命感が感じられた．しかし日清・日露戦争をは
じめとする社会情勢の影響で,治水整備は予定通りには進
まなかった．ここで図 2.2 に明治期以降の水害被害の推移
を示す．水害被害額の GDP 比に注目すると，太平洋戦争
前までは値が高い（2％超）年度が多かった．さらに戦後
の 1960 年までの期間は極めて高くなっていた．このこと
から，治水整備が整っていない上に，荒廃した国土に大
型台風がほとんど毎年襲来したことの衝撃が分かる． 
（2）戦後～現在までの治水史 
 治水整備が整っていないことと，1960 年までの甚大な
被害が多発したことを受けて，新たに長期計画を立て，
災害に強い国土を形成することが図られた． 
 図 2.2 明治期以降の水害による人的・物的被害の推移 
 
a) 新河川法の施行 
 新河川法の成立には次の要因がある． 
 旧河川法成立時に比べ，農地であった場所に宅地化
が進行したため，氾濫を許容できない社会となって
しまったこと 
 憲法が改正され，立憲君主主義から民主主義へと変
更になったこと 
 戦後の経済発展に伴い，利水の需要が高まったこと 
このため政府は 1964 年に河川法の改訂（新河川法の成
立）に踏み切った．主な変更点は，①区間主義から脱却
し，水系一貫主義とすること，②水系一貫管理のため，
河川管理者に工事実施基本計画の策定を義務付けたこと， 
③水利使用を中心とする河川使用関係の規定を整備した
こと，④ダムによる災害防止等の規定を整備したこと，
である．このように当時の水需要を踏まえた「治水」と
「利水」の体系的な制度の整備が行われた．ここで定めら
れた「水系一貫」主義とは，上流から下流まで統一性の
ある一貫した河川計画の下，治水対策を執るということ
を指す．これによって，工事実施基本計画の策定が義務
付けられ，今までは工事時に対象とする河川流量が「実
績最大流量」や「最大水位」という「実績」に基づいた
ものであったが，「計画降雨量の年超過確率」と呼ばれ
る「確率」に基づいたものとなった． 
b) 治水五箇年計画の実施 
水需要の急増，台風襲来による激甚な被害を受けて，
国土の保全及び開発を行い，経済基盤を強化し，国民生
活の安定と向上を図ることが叫ばれた．ここで策定され
たものが，治水五箇年計画である．1960 年に開始され，
およそ 5 年を目処に改正されながら，1997 年の第九次計
画まで実施された．特に河川に関する計画の内容は，第
一次～八次計画までが，「災害を防止」するという表現
が使われていたが，第九次計画では，「被害の最小化」
に努めると変化していた．また，予算の変化（図 3）を見
ると，計画の改訂がある度に予算規模が拡大されてきた
と言える．これらのことから，高度経済成長期～1990 年
代までは，災害防備のために構造物に積極的投資が行わ
れていたが，90 年代後半からは，方針・予算の面から大
きく「被害最小化」へと舵をきったことが分かる． 
 
図 2.3 治水五箇年計画の予算の推移 
 
 c) 構造物主義の進展 
 明治期以降の我が国の治水政策において，「年間水害
被害額の GDP 比」に注目すると 1960 年を境に 2 つに区
分できる（図 2.2）．前半は，明治期から第二次世界大戦
を経て 1959 年の伊勢湾台風に至る「激甚水害時代」．後
半は，1960 年以降の治水長期計画に代表される「積極的
投資時代」である． 
 「激甚水害時代」は，日中戦争開戦前までは水害被害
額はそれほど大きくないが，GDP が小さかったために，
水害が国の経済に与えるインパクトが非常に大きかった．
そのため政府は「治水」を重要視し，旧河川法の制定や
長期計画の策定で，水害被害を防止しようと努めた．し
かし，日清・日露戦争や関東大震災の影響で，予定通り
にはなかなか進まず，さらにそのままの状態で第二次世
界大戦に突入してしまった．そのため治水長期計画で予
定していた河川改修工事が，さらに遅れてしまった．戦
後は国土が荒廃していたにも関わらず，大型台風が幾度
となく襲来し，多くの被害を生じさせた．つまりこの時
代は，治水対策が後手にまわり，治水の効果をあまり享
受できなかったといえる． 
 「積極的投資時代」は，今までの反省を活かし，強力
な GDP の上昇を背景に治水対策に本格的に乗り出すこ
とができた時代と言える．これは図 2.3 の治水五箇年計画
の予算額の推移から指摘できる．また治水五箇年計画の
内容も，「戦後最大洪水」や「時間雨量 50mm」の降雨
による災害を防止するというように，具体的な数値目標
が立てられ，それらを達成するために堤防やダムの建設
が盛んに実施された（図 2.4）．これらの取り組みに 
 
 
図 2.4 ダム建設数と総貯水容量の推移 
より得られた効果は，図 2.2 の「年間水害被害額の GDP
比」が 1960 年代から激減していることから明白である． 
 従って，治水政策に構造物対策が取り入れられたのは
明治期であったが，予定通りには進まず，本格的に実施
されるようになったのは 1960 年以降であったと言える． 
 この結果，国の経済に大きなインパクトを与える水害
は激減し，構造物対策の推進は大きな成果を得た．しか
し，それは過去のことである．現代はまた，地球温暖化
の不確実性や人口減少・少子高齢化に伴う財源減少等の
『新たな問題』が生じてきている．今後はこれら『新たな
問題』に対処する治水政策が必要になってくる． 
 
 4．氾濫原の開発 
 （1）日本全体の氾濫原開発 
 まず日本の長期的な耕地面積と人口数の変化を，図 4.1
に示す．この図から概ね耕地面積と人口は対応している
ことが分かる．耕地面積の 3 回の大きな増加期（室町時
代後半~江戸時代初期，幕末~明治期，太平洋戦争直後）
のうち 2 つ目までは，面積増加に呼応するかのように人
口も増加していた．この 2 つの時期には新田開発が積極
的に行われていた．新田開発は洪積台地上でも行われた
が，多くは干潟の埋め立てや氾濫原で積極的に実施され
ていた．このことから，新田開発は氾濫原でも多く行わ
れていたということになる．つまり，新田開発が氾濫原
開発を後押しし，収穫高が増えたことにより人口増加を
引き起こした一因であった． 
 
 
図 4.1 日本の耕地面積及び人口の変化 
 
 次に，1960 年以降に注目する．この時代は耕地面積が
減少に転じているにも関わらず，人口が増加し続けてい
た．また，1963 年~2002 年において，田と宅地の面積変
化及び人口の変化を調査したところ，「田」は 7,920km2
減少していたが，「宅地」は人口の増加と同じような伸
び率を誇り，10,400km2増加していた．これらのことか
ら 1960 年以降は，人口の増加に合わせて「田」から「宅
地」への土地利用の転換が起こっていたことが考えられ
る．この結果，最初の氾濫原開発は，新田開発による「田」
への転用であったが，最近は「田」から「宅地」へとそ
の開発形態が変化していることがわかった． 
 （2）地区を選定した氾濫原開発 
 本節では地区を選定して，個別の氾濫原開発の要因に
焦点を当てる．まず図 4.2 に全国と三大都市の人口変化を
示す．全国の人口は増加しているものの，都市域だけに
注目した人口変化は特徴があることがわかった．特に戦
前・戦後の東京都の人口増加は著しく，それ以降は変化
が落ち着いていた．ここから人口増加について，次の 3
つの時代区分ができると考えた． 
 
 
図 4.2 全国と三大都市の人口変化 
 
Ⅰ期：太平洋戦争前の人口増加期 
Ⅱ期：戦後の高度経済成長期までの人口増加期 
Ⅲ期：1970 年以降の東京・大阪の人口停滞期 
一般に宅地面積が増加すると，人口も増加するように，
両者は密接に関係している．このため，上記 3 時代区分
した時に，各時代に宅地化が進んだ地区を同一水系でそ
れぞれ抽出し，その開発要因を考察した．また，地区の
抽出において，現在の水害危険度（想定浸水深）が高く，
宅地が多くを占めることを条件に加えた．これらから， 
Ⅰ期：東京都江戸川区平井地区 
Ⅱ期：東京都北区浮間地区 
Ⅲ期：埼玉県志木市宗岡地区 
を調査対象地区として抽出した．これらはいずれも，関
東荒川流域に属し，それぞれの地方自治体が発行するハ
ザードマップでは，想定浸水深が 2m 以上とされている．
これらの地区の土地利用変化を旧版地形図や QGIS を用
いて調査し，地図上で色分けをすることで，変化を視覚
的に捉えた．以下に各地区の結果を示す． 
 
 
図 4.3 研究対象とした 3 地区の場所 
 a) 江戸川区平井地区（Ⅰ期） 
 
 
図 4.4 平井地区の土地利用変化 
（左から 1909 年・1921 年・1930 年） 
 
 図 4.4 は「田」を黄色，「水域」を青色に塗り分け，
土地利用の変化を視覚的に捉えたものである．1921 年か
ら 30 年にかけて，中川が締め切られ荒川放水路が完成し
ており，また大幅な「田」の減少が確認できた．開発要
因を考察するに当たり，当時の平井地区の人口変化と，
隣接する小松川地区を含めた地区に進出した企業の工場
について，図 4.5 に示す．まず工場の進出数に呼応するか
のように人口の増加が見られた。1922 年以降に人口が急
増していたが，この時期は荒川放水路が完成した時期
（1924 年）と関東大震災の発生時期（1923 年）に重なる．
また関東大震災の後には帝都復興事業が実施されていた.
次に工場の進出だが，第一次世界大戦を受けて資本主義
が発展したことの影響で，1910 年代の後半から数が多く
なっていた．これは，平井・小松川地区は東京市（当時）
に隣接する平地が広がる場所であり，さらに水運の便に
優れていたため工場の進出が相次いだということである． 
以上のことから平井地区の開発要因は， 
①荒川放水路の建設により地区の治水安全度が向上した
こと 
②関東大震災後の帝都復興事業により都市拡大が平井地
区にまで及んだこと 
③平井地区への工場の進出に伴い工場労働者の流入が起
きたこと 
の 3 点が考えられる． 
 
 
図 4.5 平井地区の人口及び工場数の推移 
 
 b) 北区浮間地区（Ⅱ期） 
図 4.6 に浮間地区の土地利用変化を示す．尚，色分けは，
図 4.4 と同様である．まず特徴的であったのは，1945 年
時点で浮間地区の外側では宅地化が進んでいた．
 
図 4.6 浮間地区の土地利用変化 
（左から 1945 年・1955 年・1966 年） 
 
が，地区内には水田が多くあったことである．そして 1955
年時点ではまだ水田が地区の多くを占めていたが，1966
年までの 11 年間に急速に宅地化が進展していた．北区は
戦時中に軍用地として多く利用されていたが，戦後これ
らの土地が開放された．更に荒川の護岸工事の完成や，
首都圏整備法が制定されたことなど，宅地化を後押しす
る出来事が多々生じた．また図 4.7 から，戦後に北区の人
口が大幅に上昇していることも確認できた．これと土地
利用の変化から，1955 年までの人口増加は浮間地区以外
で起き，その後 1965 年のピークを迎えるまでの間に浮間
地区での人口増加が起きたと思われる．そして宅地化す
る余剰地が浮間地区の水田を最後に，北区内に無くなっ
てしまったため，1965 年以降の人口は減少に転じたと考
えられる．また，図 4.8 に現在の浮間地区のハザードマッ
プを示す．図中の白線を境界にして想定浸水深が西側で
高く，東側で低くなっている．これは図 10 で示した 1955
年の地図（真ん中）で，水田とそれ以外の土地利用の境
と一致する．このことから，開発が氾濫時の危険性が高
い場所に拡大していったと言える． 
これらから浮間の開発要因は， 
①軍用地の開放に伴う跡地利用が必要であったこと 
②荒川の護岸工事が完成し，治水安全度が高まったこと 
③浮間公園を含めた都市計画 
といったことが関係していると考えられる． 
 
 
図 4.7 北区の人口変化 
 
 
図 4.8 浮間地区の浸水ハザードマップ 
 c) 志木市宗岡地区（Ⅲ期） 
  
 
図 4.9 宗岡地区の土地利用変化 
（左から 1976 年・1986 年・1997 年） 
 
宗岡地区は北側を荒川，南側を新河岸川に挟まれてい
る，かつての水害常襲地帯である．図 4.9 に宗岡地区の土
地利用変化を QGIS で表したものを示す．使用したデー
タは，国土交通省が提供する「国土数値情報」の「土地
利用細分メッシュデータ」を用いた．データは 100m メ
ッシュ（1 区画 100m 四方）で表される．1997 年に地区
の東側（荒川の河川敷）に水田が現れたが，これは国土
数値情報の「河川敷」の括りが変更になったためであり，
1976 年の旧版地図で確認したところ，既に水田であった．
この 1997 年に水田化した場所を除いて変化を観察する
と，先述した 2 地区同様，水田が減少し，宅地が増加し
ていることが分かる．また宗岡地区を黒で囲ったが，外
側の地区（特に宗岡地区の西側）が先に開発され，その
後に宗岡が開発されてきた． 
ここで表 4.1 に 1970 年代からの荒川と新河岸川の治水
整備に関する出来事をまとめる．1973 年の荒川水系工事
実施基本計画の改訂で，上流にダムを建設することや，
堤防の嵩上げ・浚渫等による河道改修が計画され，計画
流量の拡大が図られることになった．新河岸川も 1979 年
に総合治水対策特定河川に指定され，その後放水路や調
節地建設等が実施され，洪水時に計画流量がより大きい
荒川に，新河岸川の水流を合流させるようにした．荒川
では 1985 年の有間ダム竣工を皮切りに，1998 年以降は
工事実施基本計画の改訂で新たに計画されたダムが，上
流に相次いで竣工した．ここで，図 4.10 に志木市の人口
変化を示す．志木市の人口は 1960 年から 1990 年に大幅
に増加しており，1970・80 年代は宗岡地区内に小中学校
の新設が相次いでいた．このことから，1990 年までの急
激な人口増加は，宗岡地区の人口増加が大きく影響して
いたと考えられる．また，地区を囲っていた堤防（村総
囲堤）の解体が加速し，かつて総延長約 8,603m あった堤
防長が現在は約 300m となった． 
以上のことから荒川や新河岸川のダム建設や放水路建
設などの構造物対策の推進により，地区の治水安全度が
向上し，宗岡地区が水害被害をあまり受けなくなったこ
とが，開発の要因として考えられる． 
また現在は，構造物対策の推進により人と資産が集ま
ったことと，歴史的水害防御設備が軽視されている傾向
があることで，水害ポテンシャルが増加してしまったと
言える． 
表 4.1 荒川及び新河岸川の治水整備 
 
 
 
図 4.10 志木市の人口変化 
 
 （3）氾濫原開発のまとめ 
 長期的な歴史を振り返ってみると，耕地面積と人口は
相関が強いことが分かった．特に江戸時代の前期と幕末
は，新田開発が盛んに行われたことで，人口が急増して
いた．新田開発は洪積台地上でも行われたが，多くは干
潟の埋め立てや氾濫原で積極的に実施されていた．この
ことから，氾濫原の開発は人口の増加を生じさせた一因
であると言えるであろう． 
 場所を選定した氾濫原開発では，同一河川の氾濫原に
注目すると，下流から上流へと開発が拡大していた．そ
して同じ氾濫原でも宅地需要の増大に応じて，かつては
住むことを避けていた特に危険性の高い場所（「水害危
険地帯」）に進出していることが確認できた．開発され
た要因は細かく分けると様々であったが，大枠としては，
治水整備によって氾濫原の安全度が高まったことが影響
していた．新田開発時代の氾濫原開発は，文字通り「新
田」の開発であったが，1900 年以降の氾濫原開発は，「田」
から「宅地」への開発であった．このため，時代によっ
て，氾濫原開発の中身が大きく変化していることが分か
る． 
 1900 年以降の開発として今回対象とした関東の荒川流
域の 3 地区の開発要因は，太平洋戦争前の第Ⅰ期（江戸
川区平井地区）は，荒川放水路建設による治水安全度の
向上や，関東大震災後の都市拡大，日清・日露戦争後の
工業の発展に伴う工場従業者の流入が主なものと考えら
れた．太平洋戦争後から高度経済成長期までの第Ⅱ期（北
区浮間地区）では，荒川の護岸工事が完成し治水安全度
が高まったことや，軍用地開放や工場移転に伴う跡地利
用が必要であったことなどが考えられた．1970 年以降の
第Ⅲ期（志木市宗岡地区）は地区を囲っている荒川と新
河岸川の上流で治水整備が進行し，安全度が向上したこ
とが影響していたと考えられる． 
3 つの氾濫原開発時代における日本の治水政策は，Ⅰ期
が治水長期計画を開始し全国の主要河川で整備を図った
時期，Ⅱ期は戦後の大型台風襲来を受けて治水五箇年計
画を基に本格的に治水計画が実施され始めた時期，Ⅲ期
は戦後の利水需要の高まりを受け建設の相次いだ，多目
的ダムの多くが完成した時期とそれぞれ重なる．このた
め日本全国の氾濫原の時代ごとの開発要因は，今回対象
とした関東荒川流域の 3 地区を代表的なモデルとして，
提案することができると考える． 
 
5．海外と自治体の事例 
 （1）海外の取り組み 
 本節では氾濫許容型治水への転換が進んでいる海外の
事例として，米国と英国を取り上げる．まず，図 5.1 に両
国と日本の人口変化を示した．この 3 ヵ国はいずれも先
進国という点で共通しているが，今後の人口の見通しは
大きく異なる．日本は大幅に減少していくのに対して，
米国・英国は今後も増加が続くと予測されている．この
ことから，米国と英国は今後も宅地の需要が多く望まれ
ることが予想され，高度利用が加速していくことが考え
られる． 
 
 
図 5.1 米国・英国・日本の人口変化 
 
 a) 米国 
 まず米国では建国以来，実施主体は異なるものの主に
築堤によって，治水対策を行っていた．しかし，1940 年
代になると洪水を「管理」する思想が芽生え，徐々に方
針の転換が起きてきた．Gilbert F. White 氏の「土地の嵩
上げ，洪水の軽減，洪水防御，水防活動，構造調整・耐
水建築，土地利用の再調整，公的救助，保険の 8 種類の
対策を組み合わせて，最も効果的な氾濫原利用を実施す
べき」という発言が象徴的である．そして 1950 年代や
60 年代に，氾濫原のゾーニングや洪水予測に取り組んだ
こと，また全米洪水保険制度が成立したことなどから，
本格的に非構造物対策が実施されるようになり，ダム建
設も凍結されるに至った．全米洪水保険制度設置の 
表 5.1 ハリケーンカトリーナ後の政策変更点 
 
 
目的は以下の 2 点である． 
 ①連邦政府の介入により，妥当な保険料率で住民が洪
水保険を入手できるようにする 
 ②洪水危険地帯での開発を抑制する 
保険に加入すると自治体は 100 年確率降水で水文解析
を行い，管轄地区を想定浸水深によって 10 段階に区分す
る．そしてそれを基にして保険料率を決定する．しかし，
保険の加入への強制力がなかったことや，保険料率の算
定に長時間を要したことなどから，当初この制度への加
入は進まなかった．しかし，1973 年に氾濫被害が想定さ
れる地域の自治体に対して，保険の購入を義務付けた「洪
水災害防御法」が制定されると，加入自治体が大幅に増
加した． 
これに対し日本は 1960 年代から積極的に予算を投下
し，構造物対策の実施によって，治水安全度を引き上げ
ようと努めていた．このことから米国の取り組みは日本
よりも先進的であると言える．またハリケーンカトリー
ナにより大規模な被害（財物保損額：49,047 百万ドル）
を受けたことから，2000 年以降は非構造物対策がさらに
拡大した．表 5.1 にハリケーンカトリーナ後の治水事業の
変更点をまとめたが，災害に対する計画や避難体制・省
庁間の連携の充実など，さらに非構造物対策が促進され
ていることが分かる． 
最後に，米国はドナルド・トランプ氏が大統領に就任
し，2018 年 1 月 30 日の一般教書演説で，今後はインフ
ラの積極的投資を謳っている．このためここまで非構造
物対策を拡大させてきた米国の災害対策における，構造
物・非構造物対策のバランスが，大きく崩れる可能性も
ある．従って米国の今後の治水を含めた災害対策には注
視していく必要があると考える． 
b) 英国 
英国は 1947 年と 1953 年の氾濫被害によって，氾濫原
開発規制の考えが芽生えた．しかし日本と同様に 1960 年
代から高度経済成長が起きたため，氾濫原に人と資産が
集中してしまった．そのような中，1998 年と 2000 年に
相次いで大規模な氾濫被害に見舞われたことから，地球
温暖化の影響を考慮した政策への転換を図った．この時
に「Foresight Future Flooding」や「Making Space for 
Water」である．それらの基本的方向性は，地球温暖化の
影響を考慮し，100 年後を見据え，「水に空間を与えるこ
と」である．このために堤防の撤去や，非都市域での氾
濫原管理などの取り組みが謳われた． 
英国と日本は近年の治水の変遷が似ている．どちらも
第二次世界大戦後に大水害を経験し，2000 年代に再び大
きな水害を受けた．しかしその後，大規模な長期計画を
作成した英国に対し，日本は「本質的な転換」が進んで
いない．このため 2 国間には大きな差が生じてしまった
と言えるであろう． 
（2）滋賀県の取り組み 
滋賀県は琵琶湖を抱え，流入河川が非常に多いため，
昔から治水は重要な位置づけであった．滋賀県は多額の
費用，歳月がかかる治水整備を効率よく行うために，「川
の中（河道）の対策だけでなく，川の外（流域）の対策
を並行し，また構造物的対策と非構造物的対策のあらゆ
る手段を用いる」という「流域治水」を掲げている．「流
域治水」とは，「どのような洪水にあっても，①人命が
失われることを避け（最優先），②生活再建が困難とな
る被害を避けることを目的として，自助・共助・公助が
一体となって，川の中の対策に加えて川の外の対策を，
総合的に進めていく治水」と定義し，「川の中の対策」
として「ながす（河道内で洪水を安全に流下させる対策）」，
「川の外の対策」として「ためる（流域貯留対策）」・「と
どめる（氾濫原減災対策）」・「そなえる（地域防災力
向上対策）」に分類し，それぞれで検討を行うとともに，
「地先の安全度」を調査している． この「地先の安全度」
とは「河川だけでなく身近な水路の氾濫もなども想定し
た，人々の暮らしの舞台である流域内の各地点における
安全度」と定義され，これを基に，どの場所がどれくら
いの危険度なのかシミュレーションによって求めたもの
である．「地先の安全度」は各地点での発生確率と被害
の大きさ（浸水深や流体力）から求められる（図 5.2）． 
 さらに滋賀県は「地先の安全度」を基に作成した「地
先の安全度マップ」を web 上で公開している．このマッ
プに基づいて，「ながす」・「ためる」・「とどめる」・
「そなえる」対策を，優先順位をつけた上で効果的に実施
していくとしている．「地先の安全度マップ」は，家一
軒一軒を確認できる縮尺まで拡大して閲覧可能である．
洪水ハザードマップは国でも公開されているが，その対
象は中小河川までしかない．これに対し地先の安全度マ
ップは，身近な水路の氾濫も考慮に入れている点が大き
な違いである．さらに滋賀県全体のマップになるため，1
つのマップで，居住市区町村以外の危険度や避難所の位
置を見ることができる． 
 
 
図 5.2 地先の安全度の評価法 
6．結論 
 本論文では日本の治水政策や氾濫原の開発の歴史を調
査した．これらを踏まえて最後に，治水政策の『本質的
な転換』の必要性について論じる． 
『本質的な転換』とは，『自助・共助・公助の全ての意
識が高まり，人口などの具体的な将来予測値を踏まえた
上で，構造物・非構造物対策の最適な融合策を構築して
いくこと．さらにそれらの対応策を国が一貫して行うの
ではなく，地域が主体となり，各地域に合った，「オー
ダーメイド策」で対応していくというものへと転換する
こと』と考えている． 
では災害大国日本において，なぜ地震ではなく治水で
の本質的転換が必要なのか？これは被害発生プロセスの
違いにある．地震は関東大震災を受けて，「倒壊させな
い」という方針となり，その後も一貫してこの方針が執
られている．地震は震源との距離にも依るが，発生して
から揺れを感じるまでの時間が短いため，避難に間に合
わない人も多く出てくる．その際建物が倒壊してしまう
と壊滅的な被害に繋がる．これに対し水害は，その原因
が降雨に依るため，事前の予知が十分に可能であり，そ
のときの対応次第で被害を軽減させることができる．従
って治水であれば，今までの「河道閉じ込め型」治水か
ら脱却しても被害を軽減することはできると考える． 
そして転換を行う上で，今後の我が国の人口減少は無
視できない．例えば 2065 年には 1950 年人口を下回ると
予測されている．これは本論文で定義した氾濫原開発時
期の 3 時代区分で，Ⅱ期とⅢ期はまだ開発されていない
時期にあたる．つまりⅡ期とⅢ期に開発された分の地域
は開発規制を行っても，居住可能面積は確保できるとい
うことになる．そこで海外の氾濫原政策を参考に，面積
に応じて，Ⅱ期とⅢ期に氾濫原の開発が行われた場所の
中から，適切に開発規制地を選定していくことで，日本
でもより大規模な「氾濫許容型治水」を実施できると考
える．また，自助・共助意識の向上のために，滋賀県の
ような身近な水路の氾濫まで考慮に入れた，シームレス
かつ、縮尺の大きい防災マップを公開していくことも重
要であろう． 
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